
平成29年度事務事業進行管理表(事務事業計画・予算管理)
１ 事業概要 課等No. 25 事業No. 158

事務事業名 合併処理浄化槽普及促進事業
会計 一般会計

事業区分 政策 実施区分 継続

担当課等名 下水道課 開始 H23 終了  

根
拠

主要区分 主 記号 計画等名称

戦略計画
   
   
   

分野別計画
○ 第１次飯田市下水道事業経営計画
 飯田市下水道事業経営戦略
 飯田下伊那地域循環型社会形成推進地域計画

法令・例規等
 浄化槽法
 飯田市合併処理浄化槽設置整備事業補助金交付要綱
 飯田市浄化槽清掃補助金交付要綱

事業目的
対象 個別処理区域の住宅・事業所等

意図 公衆衛生の向上と公共用水域の水質を保全する

２ 事業内容

事務事業を進める
上での課題認識

(前年度評価)

合併処理浄化槽設置基数の増加が低調になってきています。また設置済合併処理浄化槽の適正な維持管理を行うよう

啓発します。

29年度
取組

取組内容 経費の内容 事業費(千円)
個別処理区域の合併処理浄化槽設置を促進するため戸別訪問をし

ます。また設置する者に設置費用の一部を補助金として交付しま

す。

　合併処理浄化槽の適正な維持管理が行われるよう点検指導を行

います。

　合併処理浄化槽の清掃に要する経費の一部を清掃補助金として

交付し浄化槽の清掃実施を促進します。

合併処理浄化槽設置整備事業補助金 32,750

合併処理浄化槽維持管理状況点検業務 2,814

合併処理浄化槽調査業務 1,143

合併処理浄化槽清掃補助金 9,850

飯田市浄化槽設置管理組合交付金 1,360

  

  

  

  

その他の経費 2,125

活動指標

指標名　(数値で表せる活動量) 単位
平成29年度

計画
平成30年度

 
平成31年度

 
平成32年度

 
設置促進戸別訪問 戸 200    
設置補助金交付 基 60    
維持管理状況点検 基 1,400    
清掃(汚泥引抜き)補助金交付 件 985    

      
      

29年度
予算

財源の状況(千円) 当初予算額 特定財源内訳及び補足事項
事業費　計 50,042 （国）循環型社会形成推進交付金（１／３）

（県）合併処理浄化槽設置整備事業補助金（１／３×乗率（財政力指数に基づき県が

定める乗率、29年度乗率は0.866））
国庫支出金 7,838

県支出金 6,787

地方債 0

その他 0

一般財源 35,417

３ 事務事業を構成する予算科目
番
号

会
計

款 項 目
大
事
業

中
事
業

当初予算額
中事業名(科目名称)

現計予算額

1    1 4 1
 
5  20

 
1

50,042
0

合併処理浄化槽普及促進事業費

2       
 

 
 

3       
 

 
 

4       
 

 
 

5       
 

 
 

6       
 

 
 

7       
 

 
 



(環境ISO管理)

事業No. 158 事業名  合併処理浄化槽普及促進事業 下水道課

環境側面
常
時

非
常
時

緊
急

評
価
１

評
価
２

評
価
３

評
価
４

評
価
５

評
価
６

著
し
い

法令順守 要求事項 中間 年間

一般事務 〇   － × × － × －  

合併処理浄化槽の

普及促進
〇   ○ － － ○ － － ○

適正管理の点検指

導
〇   ○ － － ○ － －  

    

    

    

    

    

リスク・機会

環境目標
①実施事項
②達成期限（いつまでに）
③結果の評価方法（どのような水準で）

環境目標達成のための手段・方法・手順

中間評価 年間評価

進捗状況・成果
達成
状況

進捗状況・成果
達成
状況

 

・合併処理浄化槽の設置によ

る公共用水域の水質保全

・合併処理浄化槽の適正管理

による公共用水域の水質保全

 合併処理浄化槽設置数

年度末までに

60基設置する

・ 4月 

過年の訪問結果を検証し促進方法の検討立

案

・ 5月～  臨時職員訪問、休日戸別訪問

・10月  中間検証後、下水道課･浄化管理セ

ンター･経営管理課職員による休日戸別訪

問

・8/21FMいいだ、9/1広報いい

だによる促進啓発。

・5/31浄化槽管理組合、6/12浄

化槽事業者協会、6/22農集連絡

協議会、6/28指定工事店説明会

、8/2空き家対策共同団体会議に

おいて促進啓発。

○

設置補助金交付45基。

○



平成29年度事務事業進行管理表(事務事業計画・予算管理)
１ 事業概要 課等No. 25 事業No. 392

事務事業名 雨水排水対策事業
会計 下水道事業会計

事業区分 政策 実施区分 継続

担当課等名 下水道課 開始 H26 終了  

根
拠

主要区分 主 記号 計画等名称

戦略計画
   

   

   

分野別計画
○ 第1次飯田市下水道事業経営計画

 飯田市下水道事業経営戦略

  

法令・例規等
 下水道法第３条

 飯田市雨水貯留浸透施設設置補助金交付要綱

  

事業目的
対象 宅地内の雨水貯留浸透施設、既存排水施設（河川、道路側溝、用排水路等）

意図 雨水の地下浸透及び有効利用による水環境の再生、既存排水施設の雨水排水能力評価

２ 事業内容

事務事業を進める
上での課題認識

(前年度評価)

宅地内の雨水有効利用・排出の抑制と、市全体の河川や道路側溝、用排水路等の既存施設を総合的に組み合わせた効

率的な雨水排水対策を推進します。

29年度
取組

取組内容 経費の内容 事業費(千円)
公共下水道飯田処理区（雨水）認可区域内の既存施設（河川・用

排水路・道路側溝等）の現況調査を実施します。

　宅地内の雨水の有効利用及び排出抑制を図るため、雨水貯留浸

透施設を設置する者に対し、設置費用の一部を補助金交付要綱に

より交付します。

雨水排水施設現況調査業務 11,988

雨水貯留浸透施設設置補助 3,000

  

  

  

  

  

  

  

その他の経費 0

活動指標

指標名　(数値で表せる活動量) 単位
平成29年度

計画
平成30年度

 
平成31年度

 
平成32年度

 
既存施設現況調査面積 ha 300    

雨水貯留浸透施設補助制度の広報活動 回 8    

雨水貯留浸透施設設置補助基数 基 80    

      

      

      

29年度
予算

財源の状況(千円) 当初予算額 特定財源内訳及び補足事項
事業費　計 14,988 （国）社会資本整備総合交付金（1/2）

（そ）雨水処理負担金(一般会計負担金)国庫支出金 500

県支出金 0

地方債 0

その他 14,488

一般財源 0

３ 事務事業を構成する予算科目
番
号

会
計

款 項 目
大
事
業

中
事
業

当初予算額
中事業名(科目名称)

現計予算額

1    74 2 1
 
1  0

 
0

11,988

0
管渠費

2    74 2 1
 
5  0

 
0

3,000

0
排水設備費

3       
 

 
 

4       
 

 
 

5       
 

 
 

6       
 

 
 

7       
 

 
 



(環境ISO管理)

事業No. 392 事業名  雨水排水対策事業 下水道課

環境側面
常
時

非
常
時

緊
急

評
価
１

評
価
２

評
価
３

評
価
４

評
価
５

評
価
６

著
し
い

法令順守 要求事項 中間 年間

一般事務 〇   － × × － × －  

雨水貯留浸透施設

の設置
〇   － － － ○ ○ － ○

    

    

    

リスク・機会

環境目標
①実施事項
②達成期限（いつまでに）
③結果の評価方法（どのような水準で）

環境目標達成のための手段・方法・手順

中間評価 年間評価

進捗状況・成果
達成
状況

進捗状況・成果
達成
状況

 

・雨水貯留浸透施設の設置に

よる水資源の有効活用と雨水

の流出抑制

 雨水貯留浸透施設

年度末までに

80基の設置承諾を得る

・4月普及推進計画立案

・5月市広報やマスメディア等を利用しPR

・9月中間検証、後期の普及推進計画を改善

・随時補助金交付事務

・8/21放送FMいいだ、9/1付広

報いいだ啓発実施

・5/31浄化槽設置管理組合6/12

浄化槽事業者協会6/22農集連絡

協議会6/28指定工事店説明会8/2

空家対策会議の協働団体会議で啓

発実施

・検証結果から市民等への制度P

R電話実施を計画中

・45基設置承諾

○

設置補助金交付73基

○



平成29年度事務事業進行管理表(事務事業計画・予算管理)
１ 事業概要 課等No. 25 事業No. 393

事務事業名 下水道管路施設管理事業
会計 下水道事業会計

事業区分 経常 実施区分 継続

担当課等名 下水道課 開始 S24 終了  

根
拠

主要区分 主 記号 計画等名称

戦略計画
   
   
   

分野別計画
○ 第１次飯田市下水道事業経営計画
 飯田市下水道事業経営戦略
  

法令・例規等
 下水道法第３条
  
  

事業目的
対象 下水道管路施設

意図 適正な管理を行うことで、公衆衛生の向上と公共用水域の水質を保全する

２ 事業内容

事務事業を進める
上での課題認識

(前年度評価)

平成25年度に下水道整備が完了し、維持管理の時代へ移行しています。今後は施設の老朽化に伴う改築修繕費の増大

が予想されます。

29年度
取組

取組内容 経費の内容 事業費(千円)
第１次飯田市下水道事業経営計画に基づき、下水道管路施設を適

正に維持管理します。
下水道管路施設維持管理費 152,094

下水道管路施設改修費 25,980

  

  

  

  

  

  

  

その他の経費 0

活動指標

指標名　(数値で表せる活動量) 単位
平成29年度

計画
平成30年度

 
平成31年度

 
平成32年度

 
維持管理延長 ｋｍ 682    

      
      
      
      
      

29年度
予算

財源の状況(千円) 当初予算額 特定財源内訳及び補足事項
事業費　計 178,074  

国庫支出金 0

県支出金 0

地方債 0

その他 0

一般財源 178,074

３ 事務事業を構成する予算科目
番
号

会
計

款 項 目
大
事
業

中
事
業

当初予算額
中事業名(科目名称)

現計予算額

1    74 2 1
 
1  0

 
0

152,094
0

管渠費

2    74 4 1
 
2  0

 
0

24,360
0

公共下水道事業費(単独)

3    74 4 1
 
6  0

 
0

1,620
0

農業集落排水事業費(単独)

4       
 

 
 

5       
 

 
 

6       
 

 
 

7       
 

 
 



(環境ISO管理)

事業No. 393 事業名  下水道管路施設管理事業 下水道課

環境側面
常
時

非
常
時

緊
急

評
価
１

評
価
２

評
価
３

評
価
４

評
価
５

評
価
６

著
し
い

法令順守 要求事項 中間 年間

一般事務 〇   － × × － × －  

適正な維持管理 〇   ○ － ○ ○ ○ ○  

汚水の流出   〇 ×× － － × － ×  

下水道法第22条第１・２項
施設の設計、工事の監督管理、施設の維持管理を行う者の資

格の確認
○ ○

建設工事に係る資材の再資源化等

に関する法律（建設リサイクル法

）

発注者の再資源化に要する費用の適正負担 ○ ○

建設工事に係る資材の再資源化等

に関する法律（建設リサイクル法

）

分解解体等及び建設資材廃棄物の再資源化 ○ ○

建設工事に係る資材の再資源化等

に関する法律（建設リサイクル法

）

県知事への提出（請負額500万円以上の工事） ○ ○

下水道法第５条 事業計画に位置付けた管路の点検 ○ ○

電気事業法第55条 自家用発電施設の定期点検 ○ ○

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

リスク・機会

環境目標
①実施事項
②達成期限（いつまでに）
③結果の評価方法（どのような水準で）

環境目標達成のための手段・方法・手順

中間評価 年間評価

進捗状況・成果
達成
状況

進捗状況・成果
達成
状況

・施設の老朽化、また被災時

の施設破損に伴う、汚水の流

出による公共用水域の水質及

び土壌汚染

・下水道管路施設の適正管理

による公共用水域の水質保全

  

 

 

  

 

 

 



平成29年度事務事業進行管理表(事務事業計画・予算管理)
１ 事業概要 課等No. 25 事業No. 395

事務事業名 集合処理区域内水洗化促進事業
会計 下水道事業会計

事業区分 政策 実施区分 継続

担当課等名 下水道課 開始 H7 終了  

根
拠

主要区分 主 記号 計画等名称

戦略計画
   

   

   

分野別計画
○ 第1次飯田市下水道事業経営計画

 飯田市下水道事業経営戦略

  

法令・例規等
 下水道法　第10条・11条の３

  

  

事業目的
対象 集合処理区域内の下水道に接続していない住宅・事業所等

意図 公衆衛生の向上と公共用水域の水質を保全する

２ 事業内容

事務事業を進める
上での課題認識

(前年度評価)

高齢者世帯及び空家が増加傾向にあり、下水道接続が進まない現状です。

下水道未接続世帯に対して、広報や訪問等により水洗化の必要性を説明して啓発折衝を行い、下水道への接続を推進

します。

29年度
取組

取組内容 経費の内容 事業費(千円)
集合処理区域内の下水道未接続世帯に対して、水洗化促進を行い

ます。
水洗化普及促進活動 2,129

水洗化資金利子補給金 150

低宅地ポンプ設置補助金 1,200

  

  

  

  

  

  

その他の経費 0

活動指標

指標名　(数値で表せる活動量) 単位
平成29年度

計画
平成30年度

 
平成31年度

 
平成32年度

 
水洗化促進専門員訪問戸数 戸 1,500    
下水道課・浄化管理センター・経営管理課職員促進訪問戸数 戸 200    

その他PRの機会 回 2    

アンケート調査 世帯 500    

      

      

29年度
予算

財源の状況(千円) 当初予算額 特定財源内訳及び補足事項
事業費　計 3,479 （そ）一般会計補助金

国庫支出金 0

県支出金 0

地方債 0

その他 1,739

一般財源 1,740

３ 事務事業を構成する予算科目
番
号

会
計

款 項 目
大
事
業

中
事
業

当初予算額
中事業名(科目名称)

現計予算額

1    74 2 1
 
4  0

 
0

3,479

0
普及促進費

2       
 

 
 

3       
 

 
 

4       
 

 
 

5       
 

 
 

6       
 

 
 

7       
 

 
 



(環境ISO管理)

事業No. 395 事業名  集合処理区域内水洗化促進事業 下水道課

環境側面
常
時

非
常
時

緊
急

評
価
１

評
価
２

評
価
３

評
価
４

評
価
５

評
価
６

著
し
い

法令順守 要求事項 中間 年間

一般事務 〇   － × × － × －  

水洗化の促進 〇   ○ － － ○ － － ○

    

    

リスク・機会

環境目標
①実施事項
②達成期限（いつまでに）
③結果の評価方法（どのような水準で）

環境目標達成のための手段・方法・手順

中間評価 年間評価

進捗状況・成果
達成
状況

進捗状況・成果
達成
状況

 

・下水道接続による公共用水

域の水質保全

 集合処理の接続数

年度末までに

289件以上にする

・ 4月

過年の訪問結果を検証し促進方法の検討立

案

・ 5月～　臨時職員訪問、休日戸別訪問

・10月　中間検証後、下水道課･浄化管理

センター･経営管理課職員による休日戸別

訪問

・8/21FMいいだ、9/1広報いい

だによる促進啓発。

・6/22農集連絡協議会、6/28指

定工事店説明会、8/2空き家対策

共同団体会議において促進啓発。

・9/25、10/2下水道課･浄化管

理センター･経営管理課職員によ

る休日戸別訪問224件（竜丘・山

本・伊賀良）

○

集合処理 年度接続数　285件

10/16浄化槽設置管理組合、11/

15空き家対策会議、11/21建築

関係法令研修会、上郷支部勉強会

、11/28水道事業者協会研修会、

1/5自治振興センター長会議、1/

15FMいいだ、2/1ケーブルTV（

広報いいだ）

2/16浄化槽事業者協会勉強会

・集合処理区域の未接続世帯アン

ケート調査408世帯（1/23-2/9

）

回答世帯148世帯：36.27％

未接続理由は、高齢化、既浄化槽

使用中が上位である。アンケート

を契機に水洗化相談が数件ある。

（例年、数件の新規接続につなが

る）

○



平成29年度事務事業進行管理表(事務事業計画・予算管理)
１ 事業概要 課等No. 25 事業No. 396

事務事業名 排水設備確認指導事業
会計 下水道事業会計

事業区分 経常 実施区分 継続

担当課等名 下水道課 開始 S24 終了  

根
拠

主要区分 主 記号 計画等名称

戦略計画
   
   
   

分野別計画
○ 第１次飯田市下水道事業経営計画
 飯田市下水道事業経営戦略
  

法令・例規等
 下水道法
 飯田市下水道条例
 飯田市農業集落排水処理施設条例

事業目的
対象 排水設備設置者

意図 下水道等への接続により、公衆衛生の向上と公共用水域の水質を保全する

２ 事業内容

事務事業を進める
上での課題認識

(前年度評価)

関係法令の規定に適合する排水設備の設置を図ります。除害施設等の適正管理指導を行います。

29年度
取組

取組内容 経費の内容 事業費(千円)
排水設備工事計画確認申請、使用開始届、完了届等により関係法

令規定への適合を確認、認定、検査し、必要な指導を行います。

　除害施設等の適正管理指導を行います。

排水設備確認指導事務経費 4,988

量水器購入経費 794

合併処理浄化槽設置市単独補助金 2,250

  

  

  

  

  

  

その他の経費 0

活動指標

指標名　(数値で表せる活動量) 単位
平成29年度

計画
平成30年度

 
平成31年度

 
平成32年度

 
排水設備工事計画確認 件 519    
完了検査 件 640    
水質検査 件 27    

      
      
      

29年度
予算

財源の状況(千円) 当初予算額 特定財源内訳及び補足事項
事業費　計 8,032  

国庫支出金 0

県支出金 0

地方債 0

その他 0

一般財源 8,032

３ 事務事業を構成する予算科目
番
号

会
計

款 項 目
大
事
業

中
事
業

当初予算額
中事業名(科目名称)

現計予算額

1    74 2 1
 
5  0

 
0

7,238
0

排水設備費

2    74 4 1
 
2  0

 
0

605
0

公共下水道事業費(単独)

3    74 4 1
 
4  0

 
0

63
0

特環下水道事業費(単独)

4    74 4 1
 
6  0

 
0

118
0

農業集落排水事業費(単独)

5    74 4 1
 
7  0

 
0

8
0

小規模集合排水処理事業費(単独)

6       
 

 
 

7       
 

 
 



(環境ISO管理)

事業No. 396 事業名  排水設備確認指導事業 下水道課

環境側面
常
時

非
常
時

緊
急

評
価
１

評
価
２

評
価
３

評
価
４

評
価
５

評
価
６

著
し
い

法令順守 要求事項 中間 年間

一般事務 〇   － × × － × －  

適正な設計確認及

び完了検査
〇   ○ － － ○ － ○  

除外施設等の適正

管理の指導
〇   ○ － － ○ － ○  

    

    

    

    

    

リスク・機会

環境目標
①実施事項
②達成期限（いつまでに）
③結果の評価方法（どのような水準で）

環境目標達成のための手段・方法・手順

中間評価 年間評価

進捗状況・成果
達成
状況

進捗状況・成果
達成
状況

 

・宅内排水設備の適正管理に

よる公共用水域の水質保全

  

 

 

  

 

 

 



平成29年度事務事業進行管理表(事務事業計画・予算管理)
１ 事業概要 課等No. 25 事業No. 397

事務事業名
下水道管渠長寿命化対策事業

（含む地震対策）

会計 下水道事業会計

事業区分 政策 実施区分 継続

担当課等名 下水道課 開始 H26 終了  

根
拠

主要区分 主 記号 計画等名称

戦略計画
   

   

   

分野別計画
○ 第１次飯田市下水道事業経営計画

 飯田市下水道事業経営戦略

 飯田市下水道長寿命化計画（飯田処理区第Ⅰ期）・飯田市下水道総合地震対策計画

法令・例規等
 下水道法第３条

 社会資本整備総合交付金交付要綱

  

事業目的
対象 布設後50年を経過した管路施設

意図
・公衆衛生の向上と公共用水域の水質を保全する

・下水道本管事故の未然防止及びライフサイクルコストの最小化を図る

２ 事業内容

事務事業を進める
上での課題認識

(前年度評価)

長寿命化計画策定時点(H25)において、経過年数50年未満の管路は本事業の対象外となっています。持続可能な下水

道事業の実施を図るため、長寿命化計画からストックマネジメントへの展開を検討します。また、重要度の高い管路

施設の地震対策を計画的に実施し、ライフラインの信頼性を確保する必要があります。

29年度
取組

取組内容 経費の内容 事業費(千円)
飯田市下水道長寿命化計画（飯田処理区第Ⅰ期）及び飯田市下水

道総合地震対策計画に基づき、社会資本整備総合交付金を活用し

計画的な対策を実施します。

下水道管渠長寿命化対策 135,300

下水道管路地震対策 25,100

事務費 641

  

  

  

  

  

  

その他の経費 0

活動指標

指標名　(数値で表せる活動量) 単位
平成29年度

計画
平成30年度

 
平成31年度

 
平成32年度

 
長寿命化対策（管更生）延長 ｍ 1,324    

人孔管口耐震化実施箇所数 箇所 26    

      

      

      

      

29年度
予算

財源の状況(千円) 当初予算額 特定財源内訳及び補足事項
事業費　計 161,041 （国）防災・安全社会資本整備交付金（1/2）

（起）下水道事業（100％）国庫支出金 42,500

県支出金 0

地方債 96,700

その他 0

一般財源 21,841

３ 事務事業を構成する予算科目
番
号

会
計

款 項 目
大
事
業

中
事
業

当初予算額
中事業名(科目名称)

現計予算額

1    74 4 1
 
1  0

 
0

89,149

0
公共下水道事業費（補助）

2    74 4 1
 
2  0

 
0

71,892

0
公共下水道事業費（単独）

3       
 

 
 

4       
 

 
 

5       
 

 
 

6       
 

 
 

7       
 

 
 



(環境ISO管理)

事業No. 397
事業名  下水道管渠長寿命化対策事業
（含む地震対策）

下水道課

環境側面
常
時

非
常
時

緊
急

評
価
１

評
価
２

評
価
３

評
価
４

評
価
５

評
価
６

著
し
い

法令順守 要求事項 中間 年間

一般事務 〇   － × × － × －  

長寿命化（地震）

対策工事の実施
〇   ×× × × － × －  

環境に配慮した設

計及び現場管理
〇   ○ ○ ○ － ○ － ○

汚水の流出   〇 ×× － － × － ×  

下水道法第22条第１・２項
施設の設計、工事の監督管理、施設の維持管理を行う者の資

格の確認
○ ○

建設工事に係る資材の再資源化等

に関する法律（建設リサイクル法

）

発注者の再資源化に要する費用の適正負担 ○ ○

建設工事に係る資材の再資源化等

に関する法律（建設リサイクル法

）

分解解体等及び建設資材廃棄物の再資源化 ○ ○

建設工事に係る資材の再資源化等

に関する法律（建設リサイクル法

）

県知事への届出（請負額500万円以上の工事） ○ ○

           

           

           

           

           

リスク・機会

環境目標
①実施事項
②達成期限（いつまでに）
③結果の評価方法（どのような水準で）

環境目標達成のための手段・方法・手順

中間評価 年間評価

進捗状況・成果
達成
状況

進捗状況・成果
達成
状況

・施設の老朽化、また被災時

の施設破損に伴う、汚水の流

出による公共用水域の水質及

び土壌汚染

・長寿命化(地震)対策工事の

実施に伴う環境汚染

・長寿命化(地震)対策工事に

より発生する建設廃棄物の再

資源化及び適正処理

 計画に基づく事業のH29年度施工

分

３月上旬までに

実施する

・4～6月　単価決定等設計準備

・7～9月　設計及び発注

・10～12月　工事発注完了

・3月上旬しゅん工

長寿命化対策及び地震対策とも工

事の発注が予定通り完了した。

○

・10月末までに11件の管更生工

事（長寿命化対策）、1件の委託

業務（地震対策計画）の発注が完

了した。

・すべての工事が3/7までに竣工

した。

・委託業務は3/15に竣工し、委

託結果をもとに、3/16今後の地

震対策計画についての県打合せを

実施した。

○



平成29年度事務事業進行管理表(事務事業計画・予算管理)
１ 事業概要 課等No. 25 事業No. 399

事務事業名 下水道整備事業
会計 下水道事業会計

事業区分 政策 実施区分 継続

担当課等名 下水道課 開始 H26 終了  

根
拠

主要区分 主 記号 計画等名称

戦略計画
   

   

   

分野別計画
○ 第1次飯田市下水道事業経営計画

 飯田市下水道事業経営戦略

  

法令・例規等
 下水道法第３条

  

  

事業目的
対象

集合処理区域（公共２処理区、特環２処理区、農集排９処理区、小規模２処理区）の管路新設、布設替え及び

公共桝設置

意図 公衆衛生の向上と公共用水域の水質を保全する

２ 事業内容

事務事業を進める
上での課題認識

(前年度評価)

これからのリニア・都市計画道路等交通体系の変化を見据え、他事業にかかる新設や布設替えについて、関係機関等

との連携によって効率的な整備を行います。

29年度
取組

取組内容 経費の内容 事業費(千円)
ＪＲ、国、県、市等が実施する事業に伴い必要となる下水道本管

の新設、布設替及び公共桝設置を各発注者との連携により経済的

・効率的な整備を図ります。

取付管・公共桝設置工事 44,800

引込管工事 6,000

他事業関連布設替工事（公共下水道） 58,948

  

  

  

  

  

  

その他の経費 0

活動指標

指標名　(数値で表せる活動量) 単位
平成29年度

計画
平成30年度

 
平成31年度

 
平成32年度

 
公共桝設置 箇所 112    

管路新設延長 ｍ 60    

管路布設替延長 ｍ 350    

      

      

      

29年度
予算

財源の状況(千円) 当初予算額 特定財源内訳及び補足事項
事業費　計 109,748 （そ）受益者負担金（公共）18,800、受益者負担金（特環）1,600、農業集落排水施設

加入金2,570、公共下水道引込管工事負担金405、特環下水道引込管工事負担金405、他

事業関連布設替工事補償金（県）9,000
国庫支出金 0

県支出金 0

地方債 0

その他 32,780

一般財源 76,968

３ 事務事業を構成する予算科目
番
号

会
計

款 項 目
大
事
業

中
事
業

当初予算額
中事業名(科目名称)

現計予算額

1    74 4 1
 
2  0

 
0

99,548

0
公共下水道事業費（単独）

2    74 4 1
 
4  0

 
0

6,200

0
特環下水道事業費（単独）

3    74 4 1
 
6  0

 
0

4,000

0
農業集落排水事業費（単独）

4       
 

 
 

5       
 

 
 

6       
 

 
 

7       
 

 
 



(環境ISO管理)

事業No. 399 事業名  下水道整備事業 下水道課

環境側面
常
時

非
常
時

緊
急

評
価
１

評
価
２

評
価
３

評
価
４

評
価
５

評
価
６

著
し
い

法令順守 要求事項 中間 年間

一般事務 〇   － × × － × －  

下水道整備工事の

実施
〇   ×× × × － × －  

環境に配慮した設

計及び現場管理
〇   ○ ○ ○ － ○ － ○

下水道法第９条第１・２項 供用開始の公告縦覧 ○ ○

下水道法第22条第１・２項
施設の設計、工事の監督管理、施設の維持管理を行う者の資

格の確認
○ ○

建設工事に係る資材の再資源化等

に関する法律（建設リサイクル法

）

発注者の再資源化に要する費用の適正負担 ○ ○

建設工事に係る資材の再資源化等

に関する法律（建設リサイクル法

）

分解解体等及び建設資材廃棄物の再資源化 ○ ○

建設工事に係る資材の再資源化等

に関する法律（建設リサイクル法

）

県知事への届出（請負額500万円以上の工事） ○ ○

           

           

           

           

           

           

           

リスク・機会

環境目標
①実施事項
②達成期限（いつまでに）
③結果の評価方法（どのような水準で）

環境目標達成のための手段・方法・手順

中間評価 年間評価

進捗状況・成果
達成
状況

進捗状況・成果
達成
状況

・下水道整備工事の実施に伴

う環境汚染

・下水道整備工事により発生

する建設廃棄物の再資源化及

び適正処理

 管路施設の新設や布設替工事

３月上旬までに

支払いまで完了させる

各事業に関わる関係機関との連携により、

効率的な整備を年度末までに実施する

当初計画の発注案件については、

関係機関と調整を行い概ね発注で

きた。 ○

建設事務所との調整により1工区

は繰越しとなったが、１年を通じ

て適切な予算執行に心掛け、年度

内に支払いまで完了できた。

○


